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平成 29 年 2 月 

 

霞台厚生施設組合 
 



 

一 覧 表 

 

１ 質問書 

(1) 様式第 1号 入札説明書等に関する質問書 
 

２ 参加資格確認申請書類 

(1) 様式第 2号  参加表明書 

(2) 様式第 3号  構成員及び協力企業一覧表 

(3) 様式第 4号  予定する建設事業者の構成 

(4) 様式第 5号  参加資格確認申請書 

(5) 様式第 6号  委任状（代表企業） 

(6) 様式第 7号  委任状（代理人） 

(7) 様式第 8号  各業務を担当する者の要件を証明する書類 表紙 

① 様式第 8号-1 「入札説明書 第３章 ２ (1) オ」に規定する施設の建設工事実績 

② 様式第 8号-2 「入札説明書 第３章 ２ (2) ア (ｴ)」に規定する施設の設計・

建設工事実績 

③ 様式第 8号-3 「入札説明書 第３章 ２ (2) イ (ｴ)」に規定する施設の設計・

建設工事実績 

④ 様式第 8号-4 「入札説明書 第３章 ２ (3) ア」に規定する施設の運転管理業

務実績 

⑤ 様式第 8号-5 「入札説明書 第３章 ２ (3) イ」に規定する配置予定者の資格

及び業務経験 

(8) 様式第 9号 入札辞退届 
 

４ 対面的対話 

(1) 様式第 10 号 対面的対話への参加申込書 

(2) 様式第 11 号 対面的対話における確認事項 
 

５ 入札提案書類提出届等 

(1) 様式第 12 号 入札提案書類提出届 

(2) 様式第 13 号 要求水準に関する誓約書 

① 様式第 13 号-1 要求水準に対する設計仕様書 
 

６ 入札書 

(1) 様式第 14 号 入札書 

(2) 様式第 14 号（別紙 1） 入札価格参考資料（設計・建設業務に係る対価） 

(3) 様式第 14 号（別紙 2） 入札価格参考資料（運営業務に係る対価） 

(4) 様式第 14 号（別紙 3） 入札価格参考資料（組合のライフサイクルコスト） 
 

７ 設計・建設及び運営業務に関する提案書 
 

８ 事業計画に関する提案書 



 

 

９ 添付資料 

(1) 様式第 17 号 添付資料 表紙 
 

10 提案図書概要版 

(1) 様式第 18 号 提案図書概要版 表紙 

① 様式第 18 号-1 提案図書概要版 
 

11 委任状（開札） 

(1) 様式第 19 号 委任状（開札の立会い） 
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様式第 1号 

入札説明書等に関する質問書 

 

霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 1 号に記入

すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 質問は、本様式１行につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

※2 質問数に応じて行数を増やし、「Ｎｏ」の欄に通し番号を記入すること。 

※3 項目の数字入力は半角を使用すること。 

※4 1～8 まで 1つのエクセルファイルで作成し、シートを分けること。 
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様式第 2号［1/2］ 

参加表明書 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

下記の一般競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて申請をいたします。なお、落札者

となった場合には、本入札条件をすべて受諾し、基本協定書（案）の書式による基本協定を締結

することを誓約します。 

 

記 

 

１ 入札方法 総合評価一般競争入札 

２ 公告年月日 平成 29 年 2 月 1日 

３ 事業名称 霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業 

４ 事業場所 茨城県小美玉市高崎 1824 番地 399 ほか 

５ 連絡先     

商号又は名称  

所属  

氏名  印

電話

FAX

E-mail
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様式第 2号［2/2］ 

 

６ 構成企業 

グループ名  

構成員（代表企業） 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

構成員       商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

協力企業      商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

※ 欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。 
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様式第 3号［1/2］ 

構成員及び協力企業一覧表 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

 

代表企業 

商号又は名称  

所 在 地  

代 表 者 名  

担 当 者 

氏 名  所属  

所在地  

電 話  F A X  

E-mail  

 

本施設の建築物の設計・建設を行う者 

構 成 区 分 構成員  ・  協力企業 

商号又は名称  

所 在 地  

代 表 者 名  

担 当 者 

氏 名  所属  

所在地  

電 話  F A X  

E-mail  

 

本施設のプラント設備の設計・建設を行う者（ごみ焼却施設） 

構 成 区 分 構成員  ・  協力企業 

商号又は名称  

所 在 地  

代 表 者 名  

担 当 者 

氏 名  所属  

所在地  

電 話  F A X  

E-mail  
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様式第 3号［2/2］ 

 

本施設のプラント設備の設計・建設を行う者（リサイクルセンター） 

構 成 区 分 構成員  ・  協力企業 

商号又は名称  

所 在 地  

代 表 者 名  

担 当 者 

氏 名  所属  

所在地  

電 話  F A X  

E-mail  

 

本施設の運営を行う者 

構 成 区 分 構成員  ・  協力企業 

商号又は名称  

所 在 地  

代 表 者 名  

担 当 者 

氏 名  所属  

所在地  

電 話  F A X  

E-mail  

 
※ 記入欄が足りない場合は、上表を適宜使用して追加するものとし、省略しないこと。 

※ 他の業務と兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。 
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様式第 4号 

予定する建設事業者の構成 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

 

霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業において、[        ]グループ

が設立を予定する組合と建設工事請負契約を締結する者は、以下の構成とします。 

 

[          ]特定建設工事共同企業体の構成 

共同企業体代表者 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 名  

共同企業体構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 名  

共同企業体構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 名  

共同企業体構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者 名  

 

※１ 本事業の建設工事において、共同企業体を設立する場合は、本様式を提出すること。 

※２ 記入欄が足りない場合は、記入欄を追加すること。
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様式第 5号［1/3］ 

参加資格確認申請書 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

下記の一般競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて申請をいたします。なお、入札説

明書に定められた入札参加者の資格要件を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類

の全ての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 入札方法   総合評価一般競争入札 

２ 公告年月日  平成 29 年 2 月 1日 

３ 事業名称   霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業 

４ 事業場所   茨城県小美玉市高崎 1824 番地 399 ほか 

５ 連絡先     

商号又は名称  

所属  

氏名  印

電話

FAX

E-mail
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様式第 5号［2/3］ 

 

６ 添付書類 

構成員及び協力企業について必要な書類 

□ 印鑑証明書（本入札説明書の配布開始日以降に交付されたもの。） 

□ 使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は任意。） 

□ 納税証明書（消費税及び地方消費税、法人税、法人市民税）の写し（直近 1か年分） 

□ 会社概要（最新のもの） 

□ 法人登記簿謄本（本入札説明書の配布開始日以降に交付されたもの。） 

□ 貸借対照表及び損益計算書の写し（直近 3か年分） 
※ 添付書類名をチェックしてください。 

（仮称）霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設の建築物の設計・建設を行う者 

□ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく「一級建築士事務所」の登録を証

明する書類 

□ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「建設業法」という。）第 3 条第 1 項の規定による

「建築工事業」に係る特定建設業の許可を受けていることを証明する書類 

□ 建設業法の規定による「建築工事業」に係る監理技術者資格者証を有する者を専任で配置でき

ることを証明する書類（監理技術者資格の免状の写し等） 

□ 参加表明書の提出期限日において、霞台厚生施設組合（以下「本組合という。」又は本組合構

成市町の最新の入札参加資格申請時に提出した経営事項審査総合評定値通知書の「建築一式工

事」の総合評定値が 800 点以上であることを証明する書類 

□ 本施設の建築物と同種又は類似の建設工事（ごみピット等の地下構造物の施工実績を含む。）

の施工実績を有すること。（様式第 8号-1） 

※ 添付書類名をチェックしてください。 

（仮称）霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設のプラント設備の設計・建設を行う者 

ごみ焼却施設 

□ 建設業法第 3条第 1項の規定による「清掃施設工事」に係る特定建設業の許可を受けているこ

とを証明する書類 

□ 建設業法の規定による「清掃施設工事」に係る監理技術者資格者証を有する者を専任で配置で

きることを証明する書類（監理技術者資格の免状の写し等） 

□ 参加表明書の提出期限日において、本組合又は本組合構成市町の最新の入札参加資格申請時に

提出した経営事項審査総合評定値通知書の「清掃施設工事」の総合評定値が 1,000 点以上であ

ることを証明する書類 

□ 平成 13 年 4 月 1日以降に稼働した地方公共団体の一般廃棄物処理施設で、ボイラー・タービ

ン式発電設備付の全連続燃焼式焼却施設（ストーカ方式、処理能力 100ｔ/日・炉以上かつ複

数炉構成とする。）のプラント設備に係る設計・建設工事の受注実績を元請として有すること

を証明する書類（様式第 8号-2） 

※ 添付書類名をチェックしてください。 
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様式第 5号［3/3］ 

 

リサイクルセンター 

□ 建設業法第 3条第 1項の規定による「清掃施設工事」又は「機械器具設置工事」に係る特定建

設業の許可を受けていることを証明する書類 

□ 建設業法の規定による「清掃施設工事」又は「機械器具設置工事」に係る監理技術者資格者証

を有する者を専任で配置できることを証明する書類（監理技術者資格の免状の写し等） 

□ 参加表明書の提出期限日において、本組合又は本組合構成市町の最新の入札参加資格申請時に

提出した経営事項審査総合評定値通知書の「清掃施設工事」又は「機械器具設置工事」の総合

評定値が 1,000 点以上であることを証明する書類 

□ 地方公共団体の一般廃棄物処理施設で、高速回転破砕機を有するリサイクルセンターのプラン

ト設備に係る設計・建設工事の施工実績を有することを証明する書類（様式第 8号-3） 

 

 

（仮称）霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設の運営を行う者 

□ 地方公共団体の一般廃棄物処理施設（全連続燃焼式焼却施設に限る。）における 1年以上の運

転管理業務実績を有することを証明する書類（様式第 8号-4） 

□ ごみ処理施設の廃棄物処理施設技術管理者の資格を有し、一般廃棄物処理施設（全連続燃焼式

焼却施設に限る。）における運転管理業務の経験を有する者を本事業の現場総括責任者かつ廃

棄物処理施設技術管理者として運営開始後 2年間以上配置できることを証明する書類（様式第

8号-5） 

※ 添付書類名をチェックしてください。 

 

その他 

□ 構成メンバー、出資割合等を記載した共同企業体協定書（共同企業体を結成する場合に提出す

ること。） 

 ※共同企業体協定書を参加資格確認申請書類の提出期限までに提出できない場合は、入札提案

書類提出期限までに提出すること。 
※ 添付書類名をチェックしてください。 
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様式第 6号 

委任状（代表企業） 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

構成員       商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

協力企業      商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

※ 欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。 

 

 

私は、下記の代表企業代表者を代理人と定め、参加表明書の提出日から事業契約の締結日まで

の期間、「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」に係る霞台厚生施設組合との

契約について、次の権限を委任します。 

 

記 

１ 代理人 

代表企業代表者 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

２ 委任事項 

（１）入札への参加表明について 

（２）入札への参加資格確認申請について 

（３）入札辞退について 

（４）入札及び提案に関することについて 

（５）本事業に関する契約に関することについて 

（６）復代理人の選任について 
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様式第 7号 

委任状（代理人） 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

代表企業代表者 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、参加表明書の提出日から事業契約の締結日までの期間、「霞

台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」に係る霞台厚生施設組合との契約について、

次の権限を委任します。 

 

記 

１ 代理人 

商号又は名称  

所在地  

役職名  

氏名  印

２ 委任事項 

（１）入札への参加表明について 

（２）入札への参加資格確認申請について 

（３）入札辞退について 

（４）入札及び提案に関することについて 

（５）本事業に関する契約に関することについて 

 

 

 

代理人使用印鑑 

 

                      印 
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様式第 8号 

 

 

 

 

 

各業務を担当する者の要件を証明する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名                       
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様式第 8号-1 

 

「入札説明書 第３章 ２ (1) オ」に規定する 

施設の建設工事実績 
 

グループ名  

建築物の設計・建設を
行う者の商号又は名称

 

 

建築物に係る建設工事実績 

同種工事又は類似工事 同種   ・   類似 

施設の名称  

施設の所在地  

発注者名  

受注形態  

施設の建設期間  

施設の稼動開始年月  

施設規模  

地下構造物の概要 

（種類・規模等） 
 

※ 実績は 1 施設のみを記載してください。 

※ 同種工事は「ごみ焼却施設」の建設工事、類似工事は「地下構造物を含む建築物」の建設工事とします。 

※ 受注形態について、単体、共同企業体構成員又は下請の別を示してください。また、共同企業体構成員の場

合は、出資比率を記載してください。 

※ 地下構造物の概要欄は、類似工事の場合に記載してください。 

※ 上記の実績を有していることが確認できる書類（契約書の写し又はコリンズの登録内容確認書の写し等）及

び施設の概要がわかるパンフレット等の写しを添付してください。 
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様式第 8号-2 

 

「入札説明書 第３章 ２ (2) ア (ｴ)」に規定する 

施設の設計・建設工事実績 
 

グループ名  

プラント設備の設計・建設を
行う者の商号又は名称 

 

 

ごみ焼却施設のプラント設備に係る設計・建設工事実績 

施設の名称  

施設の所在地  

発注者名  

受注形態  

施設の設計・建設期間  

施設の稼動開始年月  

施設の処理方式  

施設規模  

※ 実績は 1 施設のみを記載してください。 

※ 受注形態について、単体又は共同企業体構成員の別を示してください。また、後者の場合は、出資比率を記

載してください。 

※ 施設の処理方式については、要件を満足していることが確認できるよう施設の処理方式を記述してください。 

※ 施設規模については、要件を満足していることが確認できるよう、「●ｔ/日（●ｔ/24h×●炉）」と表記

（●には数値を記入）してください。 

※ 上記の実績を有していることが確認できる書類（契約書の写し又はコリンズの登録内容確認書の写し等）及

び施設の概要がわかるパンフレット等の写しを添付してください。 
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様式第 8号-3 

 

「入札説明書 第３章 ２ (2) イ (ｴ)」に規定する 

施設の設計・建設工事実績 
 

グループ名  

プラント設備の設計・建設を
行う者の商号又は名称 

 

 

リサイクルセンターのプラント設備に係る設計・建設工事実績 

施設の名称  

施設の所在地  

発注者名  

受注形態  

施設の設計・建設期間  

施設の稼動開始年月  

処理対象物の種類  

施設の処理方式  

施設規模  

※ 実績は 1 施設のみを記載してください。 

※ 受注形態について、単体、共同企業体構成員又は下請の別を示してください。また、共同企業体構成員の場

合は、出資比率を記載してください。 

※ 施設の処理方式において、処理フローを示す等により、要件を満足していることが確認できるよう具体的に

記述してください。 

※ 上記の実績を有していることが確認できる書類（契約書の写し又はコリンズの登録内容確認書の写し等）及

び施設の概要がわかるパンフレット等の写しを添付してください。 
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様式第 8号-4 

 

「入札説明書 第３章 ２ (3) ア」に規定する 

施設の運転管理業務実績 
 

グループ名  

運営を行う者の
商号又は名称 

 

 

一般廃棄物処理施設（全連続燃焼式焼却施設）の運転管理業務実績 

施設の名称  

施設の所在地  

発注者名  

施設の処理方式  

施設規模  

運転管理施設の設置者  

施設の稼動開始年月  

運転管理期間  

運転管理業務の内容・範囲  

※ 実績は 1 施設のみを記載してください。 

※ 施設の処理方式については、施設の処理方式、発電設備の発電能力を記述してください。 

※ 施設規模については、「●ｔ/日（●ｔ/24h×●炉）」と表記（●には数値を記入）してください。 

※ 運転管理期間については、貴社が当該施設において運転管理を担った期間（合計を含む。）を具体的に記述

してください。 

※ 当該施設の運転管理を業務として受託している場合は、当該業務を受託していることが確認できる書類(契

約書の写し等)、及び施設の概要がわかるパンフレット等の写しを添付してください。 
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様式第 8号-5 

 

「入札説明書 第３章 ２ (3) イ」に規定する 

配置予定者の資格及び業務経験 
 

グループ名  

運営を行う者の
商号又は名称 

 

 

配置予定者 

配置予定者の氏名  

配置予定者の所属  

経験年数  

法令による資格（廃棄物処理施設技術管

理者になりうる資格の有無） 

 

運
転
管
理
業
務
経
験 

業務を実施した施設の名称  

業務を実施した施設の概要(処理能

力等) 
 

業務を実施した施設の設置者  

業務を実施した期間  

担当した業務内容  

※ 業務経験は 1業務のみを記載してください。 

※ 法令による資格については、当該資格等を証する書類を添付してください。 

※ 業務を行った施設が自社施設の場合、当該施設の設置許可に関する書類の写しを添付してください。 

※ 現場総括責任者として業務を行った施設の運転管理を業務として受託している場合、当該業務を受託してい

ることを証明する書類(契約書の写し)、及び施設の概要が分かる書類を添付してください。 
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様式第 9号 

入札辞退届 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

平成29年2月1日付けで公表された「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」の

提案募集について、入札を辞退いたします。 

 

記 

１ 入札方法   総合評価一般競争入札 

２ 公告年月日  平成 29 年 2 月 1日 

３ 事業名称   霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業 

４ 事業場所   茨城県小美玉市高崎 1824 番地 399 ほか 

５ 連絡先 

商号又は名称  

所属  

氏名  印

電話

FAX

E-mail

６ 理由    
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様式第 10 号 

 

平成  年  月  日 

 

対面的対話への参加申込書 

 

 

霞台厚生施設組合 建設計画課 行 

 

 

「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」入札説明書 第５ １ (8)に規定

される、対面的対話に参加したく、申し込みます。 

グループ名  

代表企業 

商号又は名称 
 

担当者名  

電話番号  

FAX 番号  

E-mail ｱﾄﾞﾚｽ  

参加者１ 
氏 名  

部署名及び役職  

参加者２ 
氏 名  

部署名及び役職  

参加者３ 
氏 名  

部署名及び役職  

参加者４ 
氏 名  

部署名及び役職  

参加者５ 
氏 名  

部署名及び役職  

※ 複数の企業で参加する場合には、「部署名及び役職」欄に企業名から記述すること。 

【希望日時】 （※午前又は午後に○をつけること） 

希望日時 1 平成 29 年  月   日 （ 午 前 ・ 午 後 ） 

希望日時 2 平成 29 年  月   日 （ 午 前 ・ 午 後 ） 

希望日時 3 平成 29 年  月   日 （ 午 前 ・ 午 後 ） 
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様式第 11 号 

対面的対話における確認事項 

 

霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 11 号に記

入すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 確認事項は、本様式１行につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

※2 確認事項数に応じて行数を増やし、対面的対話において取り上げたい優先順位の高いも 

のから確認事項の上位に記述し、「No.」の欄に通し番号を記入すること。 

※3 項目の数字入力は半角を使用すること。 

※4 「項目名」欄には、項目名のついている項目で最下位のものの名称を記入すること。 
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様式第 12 号 

入札提出書類提出届 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

平成 29 年 2 月 1 日付けで公表された「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」

の入札説明書等に基づき、下記のとおり入札提出書類を提出します。 

なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

記 

 

（提出書類名及び部数を記載すること。） 
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様式第 13 号 

要求水準に関する誓約書 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

平成 29 年 2 月 1 日付けで公表された「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」

の入札に対する本入札提出書類の一式は、入札説明書等に規定された要求水準書と同等又はそれ

以上の水準であることを誓約します。 
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様式第 13 号-1 

要求水準に対する設計仕様書 

 
霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 13 号-1 に

記入すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 A4 版・縦で作成すること。 

※2 記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。 

※3 CD-R に保存して提出するデータは、Microsoft Excel（バージョンは 2000 以降）で、

必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、

当該シートも含む。）とするよう留意すること。 
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様式第 14 号 

入 札 書 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 事業名称  霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業 

事業場所  茨城県小美玉市高崎 1824 番地 399 ほか 

 

霞台厚生施設組合財務規則及び入札説明書等の内容等を承諾の上、入札します。 

 

入札価格 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

    

 

【入札価格の内訳】 

設計・建設業務に

係る対価 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

    

 

運営業務に係る対

価 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

    

 
※ 入札価格は、消費税に係る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

108 分の 100 に相当する金額を記載すること。 
※ 入札価格は、【入札価格の内訳】の設計・建設業務に係る対価（様式第 14 号（別紙 1）a 欄）及び運営業務

に係る対価（様式第 14 号（別紙 2）b欄）の合計になるものとすること。 
※ 金額は、1枠に 1字ずつアラビア数字で記入し、頭書に￥の記号を付記すること。 
※ 入札書の提出用封筒に入れ、密封して提出すること。 
※ 入札価格参考資料と別に封印して提出すること。 
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様式第 14 号（別紙 1） 

 

入札価格参考資料 
（設計・建設業務に係る対価） 

 
霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 14 号（別

紙 1）に記入すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルは変更しないこと。 

※2 消費税及び地方消費税は、含まない金額を記載すること。なお、物価上昇分は、考慮し

ないこと。 

※3 様式第 14 号及び様式第 14 号（別紙 3）との整合に留意すること。 

※4 入札書の提出と同時に、入札書と別に封印して提出すること。 
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様式第 14 号（別紙 2） 

 

入札価格参考資料 
（運営業務に係る対価） 

 
霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 14 号（別

紙 2）に記入すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルは変更しないこと。 

※2 提案単価は円単位とし、その端数は切り捨てとすること。 

※3 消費税及び地方消費税は、含まない金額を記載すること。なお、物価上昇分は、考慮し

ないこと。 

※4 様式第 14 号、様式第 14 号（別紙 3）、様式第 16 号-1-1(別紙 1～11)との整合に留意す

ること。 

※5 入札書の提出と同時に、入札書と別に封印して提出すること。 
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様式第 14 号（別紙 3） 

 

入札価格参考資料 
（組合のライフサイクルコスト） 

 
霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業様式集（Excel 版） 様式第 14 号（別

紙 3）に記入すること。 

 

 

記入上の留意点 

※1 A3 版・横で作成すること 

※2 網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルは変更しないこと。 

※3 消費税及び地方消費税は、含まない金額を記載すること。なお、物価上昇分は、考慮し

ないこと。 

※4 様式第 14 号、様式第 14 号（別紙 1 及び別紙 2）、様式第 16 号-1-1（別紙 1～11）との

整合に留意すること。 

※5 入札書の提出と同時に、入札書と別に封印して提出すること。 
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受付グループ名： 

様式第 15 号 

 

 

 

 

 

設計・建設及び運営業務に関する提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

環境に配慮した施設 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-1-1 【環境保全】 

公害防止基準を満足するための取組み 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

公害防止基準を満足するための取組みをテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提

案を具体的かつ簡潔に記載すること。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ以内） 

 

②運転基準・要監視基準（様式第 15 号-1-1（別紙 1）） 

 

＜審査の視点＞ 

 各公害防止基準を満足するための方策に実効性を期待する。 

 更なる環境負荷の低減に向けた要監視基準値、運転基準値の設定と監視方

法、超過時の対応に実効性を期待する。 

 水銀対策として設計面、運転・運営面の対応に実効性を期待する。 
 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-1-2 【環境保全】 

地球温暖化対策 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

地球温暖化対策をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に

記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 地球温暖化対策に寄与する使用電力削減等の省エネルギー対策の計画性と実

行性を期待する。 
 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 



 

   32
受付グループ名： 

様式第 15 号-1-3 【環境学習計画】 

見学者対応及び環境学習計画 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

見学者対応及び環境学習計画をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体

的かつ簡潔に記載すること。（A4 版・縦 ２ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 子ども、高齢者、障がい者など、見学者の年齢や立場等に配慮した環境学習

プログラム、見学ルート、引率・説明方法、見学窓の配置等について、計画

性と具体性を期待する。 

 見学者が体験を通じて、学習できるプログラムを期待する。 

 見学設備及び環境学習プログラムに対し、社会の変化に即応した対処や方策

に期待する。 
 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-1-4 【景観】 

景観 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

景観をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に記載するこ

と。（A4 版・縦 ２ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 従来のごみ処理施設のイメージを払しょくする環境調和型建築デザインを期

待する。 

 周辺環境と調和した景観となることを期待する。 
 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

資源循環に配慮した施設 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-2-1 【エネルギーの有効活用】 

発電量 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

発電量をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に記載する

こと（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと。）。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※提案書には以下の表を含めること。 

 

発電電力量 使用電力量 売電電力量 購入電力量 発電効率 

MWh/年 MWh/年 MWh/年 MWh/年 ％ 

 

②電力収支及び発電効率（様式第 15 号-2-1（別紙 1）） 

③操炉計画（様式第 15 号-2-1（別紙 2）） 

 

＜審査の視点＞ 

 使用電力の削減、ごみ質変動を考慮した定格発電出力の設定による売電量の

最大化に期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-2-2 【資源化及び最終処分】 

残渣量 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 
 

残渣量をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に記載する

こと。（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと。） 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※提案書には以下の表を含めること。 

 

ごみ焼却施設の残渣量（基準ごみ時） 

ごみ焼却施設処理量（ｔ） 焼却灰量（ｔ） 飛灰（ｔ） その他（ｔ） 

    

リサイクルセンターの残渣量（ごみ焼却施設への搬送物は除く） 

ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ処理量（ｔ） 破砕不燃物（ｔ） その他（ｔ） 

   

 

②年間物質収支（様式第 15 号-2-2（別紙 1）） 

③処理不適物（様式第 15 号-2-2（別紙 2）） 

 

 

＜審査の視点＞ 

 ごみ焼却施設から生じる焼却残渣の最小化に期待する。 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターから生じる最終処分物（処理不適物

等）の削減について、設計面及び運営面からの計画性と実行性を期待する。 
 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

安全性の確保及び安定稼働に考慮した施設 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-1 【配置動線計画】 

屋外配置動線計画 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

屋外配置動線計画をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔

に記載すること。（A4 版・縦 ２ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 敷地条件を踏まえた全体配置計画に対し、計画性と妥当性を期待する。 

 車両と車両、車両と人に対する安全確保に対し、計画性と妥当性を期待す

る。 

 住民に分かりやすい車両動線の構築及び場内誘導・サイン計画に対し、計画

性と妥当性を期待する。 

 多様な搬入・搬出車に対し、安全かつ円滑な計量システムの構築を期待す

る。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-2 【配置動線計画】 

屋内配置動線計画 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

屋内配置動線計画をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔

に記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターのプラットホームにおける受入供給設

備、待車、貯留、移送、投入作業等の配置動線計画に対し、安全性、作業性

及び合理性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-3 【施設の安全性】 

災害時の安全確保 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

災害時の安全確保をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔

に記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 地震、火災、停電等の予期せぬ災害による人身事故、機能障害等の防止や見

学者及び作業員の緊急避難について、設計面及び運営面からの計画性と妥当

性を期待する。 

 ヒューマンエラーによる一次災害・二次災害を防止する機能やシステム、ル

ールの構築に期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-4 【施設の安全性】 

火災・爆発対策 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

火災・爆発対策をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に

記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターの火災・爆発における、事前・事後対

策について計画性と妥当性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-5 【施設の安定稼働】 

処理システムの信頼性 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

処理システムの信頼性をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ

簡潔に記載すること。（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと。） 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※提案書には以下の表を含めること。 

 

提案する炉形式の建設実績（平成 13 年 4 月 1日以降に稼働した施設） 

設置区分 件数 

入札参加要件に合致する施設※ 件 

上記以外の施設 件 

※入札参加要件に合致する施設とは、「平成 13 年 4 月 1 日以降に稼働した地方公共団体

の一般廃棄物処理施設で、ボイラー・タービン式発電設備付の全連続燃焼式焼却施設

（ストーカ方式、処理能力 100ｔ/日・炉以上かつ複数炉構成とする。）」をいう。 

 

②建設実績（様式第 15 号-3-5（別紙 1）） 

 

＜審査の視点＞ 

 提案する炉形式において建設実績が豊富であり、実績に基づく信頼性の高い

処理システムが構築されていることを期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-6 【施設の安定稼働】 

基本性能の維持 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

基本性能の維持をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に

記載すること。（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと。） 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 ２ページ） 

②主要機器の維持管理計画（様式第 15 号-3-6（別紙 1～2）） 

 

＜審査の視点＞ 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターの基本性能の維持を考慮した点検、検

査、補修及び更新の各対応について、計画性と妥当性を期待する。 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターの事業終了後の整備コスト縮減のため

の方策について、計画性と実効性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-7 【施設の安定稼働】 

トラブルの未然防止及び事後対策 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

トラブルの未然防止及び事後対策をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を

具体的かつ簡潔に記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 建設時及び運営時におけるトラブルの未然防止策及び事後対策について、具

体性と実効性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 15 号-3-8 【施設の安定稼働】 

搬入・搬出管理 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

搬入・搬出管理をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔に

記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 ごみ焼却施設及びリサイクルセンターのごみの搬入管理の適正化及び効率化

について、設計面及び運営面からの計画性と妥当性を期待する。 

 年末等の繁忙期における車両集中時の対応方法について、計画性と妥当性を

期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

事 業 計 画 に 関 す る 提 案 書 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

組 織 体 制 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-1-1 【組織体制】 

組織体制・人員配置計画 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

組織体制・人員配置計画をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的か

つ簡潔に記載すること。（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと。） 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

②全体組織体制（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※組織図により SPC の組織構成及び施設の連絡体制が明確にわかるよう記載す

ること。 

③ごみ焼却施設の運転管理体制（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※平面図により各所の人員配置が明確にわかるよう記載すること。 

④リサイクルセンターの運転管理体制（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

※平面図により各所の人員配置が明確にわかるよう記載すること。 

⑤SPC 及び施設構成人員（様式第 16 号-1-1（別紙 1）） 

 

＜審査の視点＞ 

 組織体制及び運転管理体制において、各々の役割分担が明確であり、必要箇

所に必要な人員が配置されていることを期待する。 

 他施設での運転管理経験に基づき、運営面での効率化に繋がる設計上の工夫

等を適切に本施設の設計にフィードバックできる設計体制の構築を期待す

る。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

経 営 計 画 ・ 事 業 収 支 計 画 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-2-1 【事業収支計画】 

経営計画及び事業収支計画策定の考え方 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

経営計画及び事業収支計画策定の考え方をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る

提案を具体的かつ簡潔に記載すること（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこ

と）。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

②事業収支計画（様式第 16 号-2-1（別紙 1）） 

③費用明細書（固定費ⅰ、固定費ⅱ）（様式第 16 号-2-1（別紙 2）） 

④費用明細書（固定費ⅲ（補修費用））（様式第 16 号-2-1（別紙 3）） 

⑥費用明細書（変動費に関する提案単価）（様式第 16 号-2-1（別紙 4）） 

⑦費用明細書（変動費用）（様式第 16 号-2-1（別紙 5）） 

 

＜審査の視点＞ 

 20 年間にわたる安定した事業経営計画及び事業収支計画（適切な運営費の設

定を含む）について、計画性と妥当性を期待する。    

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-2-2 【事業収支計画】 

事業の継続性に係る担保 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

事業の継続性に係る担保をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的か

つ簡潔に記載すること（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと）。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 １ページ） 

 

※提案書には以下の表を含めること。 

資本金 円

内 訳 項 目 費 用 内 容 

 
 円  

 円  

 

②SPC の出資構成（様式第 16 号-2-2（別紙 1）） 

③付保する保険の内容（様式第 16 号-2-2（別紙 2）） 

 

＜審査の視点＞ 

 事業初期段階の資金、20 年間にわたる事業の安定継続の観点から十分な資本

金が設定されていることに期待する。 

 長期にわたる事業継続性の担保に係る提案に対して、実効性と妥当性を期待

する。 

 保険の具体的な付保内容に対し、妥当性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

リ ス ク 管 理 方 法 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-3-1 【リスクの管理及び対処方法】 

リスク管理及びセルフモニタリング 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

リスク管理及びセルフモニタリングをテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案

を具体的かつ簡潔に記載すること（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと）。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 ２ページ） 

※提案書には以下の表を含めること。 

 

項目 セルフモニタリング内容 頻度 実施主体 

    

    

    

 

②リスク管理方法（様式第 16 号-3-1（別紙 1）） 

 

＜審査の視点＞ 

 リスク顕在化確率やリスク顕在化時の影響の極小化を可能とするリスク管理

方針及び管理体制の構築を期待する。 

 事業実施前の段階において、リスクへの対処方法に対して十分な検討を行う

仕組みと方策を期待する。 

 必要かつ十分なセルフモニタリング（事業計画のモニタリング）の内容及び

頻度を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 

 

 

地 域 貢 献 

 



 

   55
受付グループ名： 

様式第 16 号-4-1【地域経済及び地域社会への配慮】 

地元企業の活用と地元雇用 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

地元企業の活用と地元雇用をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的

かつ簡潔に記載すること（記載内容と枚数、綴じる順番は以下に従うこと）。 

 

①記載内容自由（本様式 A4 版・縦 ２ページ） 

 

②地域貢献の内訳（様式第 16 号-4-1（別紙 1）） 

 

＜審査の視点＞ 

 本件事業の実施に関して地元企業の活用と地元雇用に最大限配慮した計画と

なっていることを期待する。 

 運転員等に係る地元雇用に関し、人員の移行計画及び教育計画について、施

設の安定稼働への配慮と実効性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 16 号-4-2【地域社会及び地域社会への配慮】 

地域への社会貢献 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

地域への社会貢献をテーマとし、以下の「審査の視点」に係る提案を具体的かつ簡潔

に記載すること。（A4 版・縦 １ページ） 

 

＜審査の視点＞ 

 地域への社会的貢献策について、妥当性を期待する。 

 周辺住民との信頼関係の確立方法及び安心感の醸成のための運営面の工夫に

ついて、妥当性を期待する。 

 

注：提案内容については、施設計画図書でその詳細が記載されている頁が分かるように

記載すること。（例：P●ウ(a)物質収支計算書） 
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受付グループ名： 

様式第 17 号 

 

 

 

 

 

添 付 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 
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受付グループ名： 

様式第 18 号 

 

 

 

 

 

提 案 図 書 概 要 版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

グループ名   正本のみ記載すること。         

 

 

※入札提案に係るすべての書類のページ右下に、組合から送付された参加資格確認結果通知書に記入されている

受付グループ名を付すこと。 
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受付グループ名： 

様式第 18 号-1 

提案図書概要版 

 

記載要領 ※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。 

 

提案図書概要版として、落札者決定基準に示す「定量化審査項目と配点について」に

示す各小項目について、400 文字以内で提案内容を簡潔に示すこと。（各小項目につき、

A4 版・縦 １ページ） 

 

（記載方法（例）） 

１）設計・建設及び運営業務に関する事項 

①環境負荷の少ない施設 

(1)環境保全 

(a)公害防止基準を満足するための取組（排ガス） 

 ●●●。（●文字） 

 

注：各項目 400 文字を超えてはならない。 

注：図表を用いてはならない。 

注：強調したい部分は太字、下線とし、それ以外の着色等は認めない。 
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様式第 19 号 

委任状（開札の立会い） 

平成  年  月  日 

 

霞台厚生施設組合 管理者 今泉 文彦 様 

 

グループ名  

代表企業代表者 商号又は名称  

所在地  

代表者名  印

 

 

今般都合により                       印 を代理人と定め、下

記の開札立会いの代理人として一切の権限を委任します。 

 

記 

１ 入札方法   総合評価一般競争入札 

２ 公告年月日  平成 29 年 2 月 1日 

３ 事業名称   霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業 

４ 事業場所   茨城県小美玉市高崎 1824 番地 399 ほか 

 

 



霞 台 厚 生 施 設 組 合

新広域ごみ処理施設整備・運営事業

様 式 集

霞台厚生施設組合

（Excel版）

平成29年2月



提案書提出資料　一覧

WORD EXCEL
1 様式第1号 入札説明書等に関する質問書 無し（様式による） △ ○

2 様式第2号 参加表明書 無し（様式による） ○

3 様式第3号 構成員及び協力企業一覧表 無し（様式による） ○

4 様式第4号 予定する建設事業者の構成 無し（様式による） ○

5 様式第5号 参加資格審査申請書 無し（様式による） ○

6 様式第6号 委任状（代表企業） 無し（様式による） ○

7 様式第7号 委任状（代理人） 無し（様式による） ○

8 様式第8号 各業務を担当する者の要件を証明する書類　　※表紙 無し（様式による） ○

9 様式第8号-1 「入札説明書　第３　２　(1)　オ」に規定する施設の設計・建設工事実績 無し（様式による） ○

10 様式第8号-2 「入札説明書　第３　２　(2)　ア (ｴ)」に規定する施設の設計・建設工事実績 無し（様式による） ○

11 様式第8号-3 「入札説明書　第３　２　(2)　イ (ｴ)」に規定する施設の設計・建設工事実績 無し（様式による） ○

12 様式第8号-4 「入札説明書　第３　２　(3)　ア」に規定する施設での運転管理業務実績 無し（様式による） ○

13 様式第8号-5 「入札説明書　第３　２　(3)　イ」に規定する配置予定者の資格及び業務経験 無し（様式による） ○

14 様式第9号 入札辞退届 無し（様式による） ○

15 様式第10号 対面的対話への参加申込書 無し（様式による） ○

16 様式第11号 対面的対話における確認事項 無し（様式による） △ ○

17 様式第12号 入札提案書類提出届 無し（様式による） ○

18 様式第13号 要求水準に関する誓約書 無し（様式による） ○

19 様式第13号-1 要求水準に対する設計仕様書 無し（様式による） △ ○

20 様式第14号 入札書 無し（様式による） ○

21 様式第14号（別紙1） 入札価格参考資料（設計・建設業務に係る対価） 無し（様式による） △ ○

22 様式第14号（別紙2） 入札価格参考資料（運営業務に係る対価） 無し（様式による） △ ○

23 様式第14号（別紙3） 入札価格参考資料（組合のライフサイクルコスト） 無し（様式による） △ ○

24 様式第15号 設計・建設及び運営業務に関する提案書　　※表紙 無し（様式による） ○

25 様式第15号-1 環境に配慮した施設　　※表紙 無し（様式による） ○

26 様式第15号-1-1 【環境保全】公害防止基準を満足するための取組み A4版・縦　1ページ ○

27 様式第15号-1-1（別紙） 【環境保全】運転基準・要監視基準 無し（様式による） △ ○

28 様式第15号-1-2 【環境保全】地球温暖化対策 A4版・縦　1ページ ○

29 様式第15号-1-3 【環境学習計画】見学者対応及び環境学習計画 A4版・縦　2ページ ○

30 様式第15号-1-4 【景観】 A4版・縦　2ページ ○

31 様式第15号-2 資源循環に配慮した施設　　※表紙 無し（様式による） ○

32 様式第15号-2-1 【エネルギーの有効活用】発電量 A4版・縦　1ページ ○

33 様式第15号-2-1（別紙1） 電力収支及び発電効率 無し（様式による） △ ○

34 様式第15号-2-1（別紙2） 操炉計画 無し（様式による） △ ○

35 様式第15号-2-2 【資源化及び最終処分】残渣量 A4版・縦　1ページ ○

36 様式第15号-2-2（別紙1） 【資源化及び最終処分】年間物質収支 無し（様式による） △ ○

37 様式第15号-2-2（別紙2） 【資源化と最終処分】処理不適物の対応範囲 無し（様式による） △ ○

38 様式第15号-3 安全性の確保及び安定稼働に考慮した施設　　※表紙 A4版・縦　1ページ ○

39 様式第15号-3-1 【配置動線計画】屋外配置動線計画 A4版・縦　2ページ ○

40 様式第15号-3-2 【配置動線計画】屋内配置動線計画 A4版・縦　1ページ ○

41 様式第15号-3-3 【施設の安全性】災害時の安全確保 A4版・縦　1ページ ○

42 様式第15号-3-4 【施設の安定稼働】火災・爆発対策 A4版・縦　1ページ ○

43 様式第15号-3-5 【施設の安定稼働】処理システムの信頼性 A4版・縦　1ページ ○

44 様式第15号-3-5（別紙1） 【施設の安定稼働】ごみ焼却施設の建設実績 無し（様式による） △ ○

45 様式第15号-3-6 【施設の安定稼働】基本性能の維持 A4版・縦　2ページ ○

46 様式第15号-3-6（別紙1～2）【施設の安定稼働】主要機器の維持管理計画 無し（様式による） △ ○

47 様式第15号-3-7 【施設の安定稼働】トラブルの未然防止及び事後対策 A4版・縦　1ページ ○

48 様式第15号-3-8 【施設の安定稼働】搬入・搬出管理 A4版・縦　1ページ ○

49 様式第16号 事業計画に関する提案書　※表紙 無し（様式による） ○

50 様式第16号-1 組織体制　　※表紙 無し（様式による） ○

51 様式第16号-1-1 【組織体制】組織体制・人員配置計画 A4版・縦　1ページ ○

様式第16号-1-1 【組織体制】全体組織体制 A4版・縦　1ページ ○

様式第16号-1-1 【組織体制】ごみ焼却施設の運転管理体制 A4版・縦　1ページ ○

様式第16号-1-1 【組織体制】リサイクルセンターの運転管理体制 A4版・縦　1ページ ○

様式第16号-1-1（別紙1） 【組織体制】ＳＰＣ及び施設構成員 無し（様式による） ○

52 様式第16号-2 経営計画・事業収支計画　※表紙 無し（様式による） ○

53 様式第16号-2-1 【事業収支計画】経営計画及び事業収支計画策定の考え方 A4版・縦　1ページ ○

54 様式第16号-2-1（別紙1） 【事業収支計画】 無し（様式による） △ ○

55 様式第16号-2-1（別紙2） 【事業収支計画】費用明細書（固定費ⅰ、固定費ⅱ） 無し（様式による） △ ○

56 様式第16号-2-1（別紙3） 【事業収支計画】費用明細書（固定費ⅲ（補修費用）） 無し（様式による） △ ○

57 様式第16号-2-1（別紙4） 【事業収支計画】費用明細書（変動費に関する提案単価） 無し（様式による） △ ○

58 様式第16号-2-1（別紙5） 【事業収支計画】費用明細書（変動費用） 無し（様式による） △ ○

59 様式第16号-2-2 【事業収支計画】事業の継続性に係る担保 A4版・縦　1ページ ○

60 様式第16号-2-2（別紙1） 【事業収支計画】SPCの出資構成 無し（様式による） △ ○

61 様式第16号-2-2（別紙2） 【事業収支計画】付保する保険の内容 無し（様式による） △ ○

62 様式第16号-3 リスク管理方法　　※表紙 無し（様式による） ○

63 様式第16号-3-1 【リスクの管理及び対処方法】リスク管理及びセルフモニタリング A4版・縦　2ページ ○

64 様式第16号-3-1（別紙1） 【リスクの管理及び対処方法】リスク管理方法 無し（様式による） △ ○

65 様式第16号-4 地域貢献　　※表紙 無し（様式による） ○

66 様式第16号-4-1 【地域経済及び地域社会への配慮】地元企業の活用と地元雇用 A4版・縦　2ページ ○

67 様式第16号-4-1（別紙1） 【地域社会及び地域社会への配慮】社会貢献の内訳 無し（様式による） ○

68 様式第16号-4-2 【地域社会及び地域社会への配慮】地域への社会貢献 A4版・縦　1ページ ○

69 様式第17号 添付資料　　※表紙 無し（様式による） ○

70 様式第18号 提案図書概要版　　※表紙 無し（様式による） ○

71 様式第18号-1 提案図書概要版 A4版・縦　1ページ ○

72 様式第19号 委任状（開札の立会い） 無し（様式による） ○

※ フォームの△は説明書きがあることを示す。○は様式自体を示す。

フォーム
NO. 様式NO. 名称 枚数等の指定



平成　　年　　月　　日

1 入札説明書に対する質問

No. 頁 大項目 中項目 小項目 質問の内容

例 3 第2章 8 (2)

1

2

2 要求水準書に対する質問

No. 頁 大項目 中項目 小項目 質問の内容

例 1-3 第1章 5 1.5.1

1

2

3 落札者決定基準に対する質問

No. 頁 大項目 中項目 小項目 質問の内容

例 6 第5章 3

1

2

4 様式集に対する質問

No. 様式 大項目 中項目 小項目 カナ等 項目名 質問の内容

例 第14号-1 1 (1)

1

2

5 基本協定書(案）に対する質問

No. 頁 条 項 号 質問の内容

例 1 1

1

2

6 基本契約書(案）に対する質問

No. 頁 条 項 号 質問の内容

1

2

7 建設工事請負契約書(案）に対する質問

No. 頁 条 項 号 質問の内容

1

2

8 運営業務委託契約書(案）に対する質問

No. 頁 条 項 号 質問の内容

1

2

※1

※2

※3

※4 1～8まで1つのエクセルファイルで作成し、シートを分けること。

項目の数字入力は半角を使用すること。

質問は、本様式１行につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。

項目名

質問数に応じて行数を増やし、「Ｎｏ」の欄に通し番号を記入すること。

項目名

項目名

会社名

FAX

霞台厚生施設組合　管理者　今泉 文彦　様

項目名

ア　建設工事

様式第1号

担当者

「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」の入札説明書等に関して、以下の質問がありますので提出します。

質問者
所在地

氏名

所属

電話

入札説明書等に関する質問書

E-mail

項目名

(2)予備性能試験

項目名

項目名

目的

表中



平成　　年　　月　　日
霞台厚生施設組合　管理者　今泉 文彦　様

１．対面的対話における確認事項

No. 書類名 頁 大項目 中項目 小項目 項目名 質問内容

※1

※2

※3

※4

様式第11号

担当者

質問者
代表企業
氏名

対面的対話における確認事項

「霞台厚生施設組合新広域ごみ処理施設整備・運営事業」の入札説明書等に関して、対話での確認を希望する事項について、下記のとお
り提出します。

グループ名

「項目名」欄には、項目名のついている項目で最下位のものの名称を記入すること。

FAX
E-mail

所属
電話

項目の数字入力は半角を使用すること。

確認事項数に応じて行数を増やし、対面的対話において取り上げたい優先順位の高いものから確認事項の上位に記述し、「No.」の欄に通し番号を記入すること。

確認事項は、本様式１行につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。



様式第13号-1

要求水準に対する設計仕様書

【別紙】



単位：円

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1. 土木工事 0

2. 建築工事 0

3. 機械設備工事 0

4. 配管工事 0

5. 電気・計装工事 0

6. 共通仮設費 0

7. 現場管理費 0

8. 一般管理費 0

0 0 0 0 0

1. 土木工事 0

2. 建築工事 0

3. 機械設備工事 0

4. 配管工事 0

5. 電気・計装工事 0

6. 共通仮設費 0

7. 現場管理費 0

8. 一般管理費 0

0 0 0 0 0

① ごみ焼却施設 0 0 0 0 0

1. 土木工事 0

2. 建築工事 0

3. 機械設備工事 0

4. 配管工事 0

5. 電気・計装工事 0

6. 共通仮設費 0

7. 現場管理費 0

8. 一般管理費 0

0 0 0 0 0

1. 土木工事 0

2. 建築工事 0

3. 機械設備工事 0

4. 配管工事 0

5. 電気・計装工事 0

6. 共通仮設費 0

7. 現場管理費 0

8. 一般管理費 0

0 0 0 0 0

② 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 a欄

割合 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※1

※2
※3
※4

受付グループ名：

設計・建設業務に係る対価

工事費

網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルを変更しないこと。

消費税及び地方消費税は、含めない金額を記載すること。また、物価上昇分は、考慮しないこと。
様式第14号及び様式第14号（別紙3）との整合に留意すること。
入札説明書に記載の方法により封入して、入札書の提出と同時に提出すること。

工事費

交
付
対
象
外
事
業

交
付
対
象
事
業

様式第14号（別紙1）

入札価格参考資料（設計・建設業務に係る対価）

費目

設計・建設業務に係る対価

リサイクルセンター

工事費

工事費

交
付
対
象
事
業

交
付
対
象
外
事
業



単位：円

20年間の総額

固定費ⅱ

① 0

変動費 円/t

② ごみ焼却施設運営業務委託料Ｂ 0

1 ごみ焼却施設運営業務委託料 0

固定費ⅱ

① 0

変動費 円/t

② リサイクルセンター運営業務委託料Ｄ 0

2 リサイクルセンター運営業務委託料 0

合計 0 b欄

※1

※2

※3

※4

※5

ごみ焼却施設運営業務委託料Ａ

様式第14号（別紙2）

入札価格参考資料
（運営業務に係る対価）

費目

固定費ⅰ

固定費ⅲ

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。なお、物価上昇も考慮しないこと。

様式第14号、様式第14号（別紙3）、様式第16号-2(各別紙)との整合に留意すること。

入札説明書に記載の方法により封入して、入札書の提出と同時に提出すること。

受付グループ名：

固定費ⅰ

固定費ⅲ

リサイクルセンター運営業務委託料Ｃ

運営業務に係る対価

網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルは変更しないこと。

提案単価は円単位とし、その端数は切り捨てとすること。



単位：円

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ ごみ焼却施設運営業務委託料Ａ 0 0 0 0 0

・ ごみ焼却施設運営業務委託料Ｂ 0 0 0 0 0

a ごみ焼却施設運営業務委託料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ リサイクルセンター運営業務委託料Ｃ 0 0 0 0 0

・ リサイクルセンター運営業務委託料Ｄ 0 0 0 0 0

b リサイクルセンター運営業務委託料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

② 運営事業者への支払額（=a＋b） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※1

※2

※3

※5

※6

様式第14号（別紙3）

入札価格参考資料（組合のライフサイクルコスト）

事業年度
設計・建設期間 運営期間

合計

入札説明書に記載の方法により封入して、入札書の提出と同時に提出すること。

受付グループ名：

建設事業者への支払額

組合の事業者への支払額( = ① + ② )

A3版・横で作成すること

網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。その他のセルは変更しないこと。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。なお、物価上昇も考慮しないこと。

様式第14号、様式第14号（別紙1及び別紙2）、様式第15号-4-2(各別紙)との整合に留意すること。



様式第15号-1-1（別紙1）

運転基準・要監視基準

基準値 判定方法 基準値 判定方法

ばいじん g/m3N 0.01

塩化水素 ppm 50

硫黄酸化物 ppm 30

窒素酸化物 ppm 50

30

100

ダイオキシン類
ng-TEQ/

m3N
－

定期バッチ計測データが左
記の基準値を超過した場
合、本施設の監視を強化
し、速やかに改善策を検討・
講じる。改善策を講じた際に
は、再度計測を行う。この計
測の結果、左記の基準値を
超過した場合、速やかに本
施設の運転を停止する。

0.1

定期バッチ計測デー
タが左記の基準値を
超過した場合、速や
かに本施設の運転
を停止する。

水銀
μg-TEQ/

m3N
－ 30 法令に準ずる。

計測項目
運転

基準値

要監視基準 停止基準

１時間平均値が左記の基準
値を超過した場合、本施設
の監視を強化し、改善策の
検討を開始する。

1時間平均値が左記
の基準値を超過した
場合、速やかに本施
設の運転を停止す
る。

受付グループ名：

一酸化炭素 ppm

瞬間値のﾋﾟｰｸを極力発生さ
せないように留意する｡
１時間平均値が基準値を超
過した場合、本施設の監視
を強化し改善策の検討を開
始する。

4 時間平均値（上
段）及び1時間平均
値（下段）が左記の
基準値を超過した場
合、速やかに本施設
の運転を停止する。

注1　表中は、乾きベース、酸素濃度12％換算値である。

注2　上記の表の黄色部に運転基準値、要監視基準値又は判定方法を記載すること。

注3　運転基準値は、運営事業者が施設を運転する上での自主管理基準値である。

注4　要監視基準値とは、基準値を超過した場合、本施設の監視を強化し改善策の検討を開始する値である。
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様式第15号-2-1（別紙1）

電力収支及び発電量

１．消費電力
ごみ質 炉数 設備電力 平均負荷率 運転時間 消費電力量

（kW） （％） （h） （kWh/日）

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

（2炉） 0

（1炉） 0

建築動力(照明等含む) 8 0

注1：　　　　　　　　に数値を記述すること。なお、運転時間の　　　　　　　　　部分は変更しても構わない。

注2：付属棟や外構等は所掌区分のプラント動力または建築動力に含めること。

注3：上記に記述する設備電力、平均負荷率等の設定は、施設計画図書と整合を図ること。

注4：「様式第15号-2-1（別紙1）」の平均負荷率の欄には、ごみ質（①～⑦）に応じた平均負荷率を記述すること。

２．発電電力 単位：（kWh/日） ３．契約電力及び発電効率

2炉 1炉 契約電力 kW

①

② 発電効率① ％（設計ポイント）

③

④ 発電効率② ％（様式第15号-2-1（別紙1及び2）の条件下）

⑤

⑥

⑦

注1：　　　　　　　　　に数値を記述すること。 注1：　　　　　　　　　に数値を記述すること。

注2：外部燃料等に起因するものを含めた数値で記入すること。 注2：発電効率は、エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル

注3：外気温度16℃（年平均気温（H25年度））とすること。 　　　（H28.3改訂、環境省）に定義された方法で算出される値を記述すること。

分類

プラント動力

①

⑦

ごみ質
高効率ごみ発電施設の稼働炉数

24

②

③

④

⑤

⑥
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４．電力量（自動計算）

ごみ質
運転
炉数
（炉）

運転
日数

(日/年)

日発電
電力量

（kWｈ/日）

日消費
電力量

（kWｈ/日）

日売電
電力量

（kWｈ/日）

年間発電
電力量

（kWｈ/年）

年間消費
電力量

（kWｈ/年）

年間売電
電力量

（kWｈ/年）

2 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 34 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 16 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

－ 休炉 316 0 0 0 0 0 0

366 － － － 0 0 0

注1：運転日数欄の合計（F76のセル）は365日になること。

注2：本様式（４．電力量（自動計算））は様式第15号-2-1（別紙2）及び本別紙1の「１．」、「２．」の入力によって自動計算されるものである。

■ごみ質（低位発熱量）の設定について

注1：「ごみ質」に示す①から⑦は下図の「ごみ質NO.」を示し、かつ、各ごみ質NO.に相当する「低位発熱量（代表値）」を示す。

なお、赤線で示す範囲（例えば⑥であれば、7,150kJ/kg から 8,250kJ/kg まで)の低位発熱量は、7,700kJ/kg を代表値とする。

注2：下図に示す各ごみ質の出現頻度は、様式第15号-2-1（別紙2）の「3-1　ごみ質の推移」に反映している。

図－ごみ質出現確率

ごみ質NO. ⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①

ごみ質の出現頻度

設計ポイント 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ

低位発熱量（代表値）（kJ/kg） 4,740 5,687 6,633 7,580 8,527 9,473 10,420 10,870

低位発熱量（境界値）（kJ/kg）

 Ｚ値※

出現確率（％/年) 8.5% 12.1% 18.7% 21.4% 18.7% 12.1% 8.5%

年間出現日数(日/年) 31 44 68 80 68 44 31

※平均＝０、標準偏差＝１の標準正規分布と仮定した場合のＺの値

受付グループ名：

④

⑤

⑥

⑦

合計

③

①

②

5,213 6,160 7,107 8,053 9,000 9,947

0.27 0.82 1.37 1.65



様式第15号-2-1（別紙2）

操炉計画

平成33年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1．搬入ごみ量

1-1　ごみ焼却施設 206 181 8 0 297 186 42 181 179 7 0 308 191 45 193 191 9 0 324 204 53 213 213 11 0 345 223 29 236 210 12 0 308 193 35 272 250 12 0 327 206 50 195 187 7 0 315 195 47 196 206 9 0 338 212 49 210 188 10 0 331 208 46 198 196 12 0 353 198 48 212 190 10 0 333 219 53 205 191 10 0 317 211 61 224 197 8 0 340 223 44 200 172 10 0 300 205 51 210 204 11 0 357 229 55 192 191 10 0 303 241 66 225 210 13 0 345 220 59 221 203 10

206 181 8 0 297 186 42 181 179 7 0 308 191 45 193 191 9 0 324 204 53 213 213 11 0 345 223 29 236 210 12 0 308 193 35 272 250 12 0 327 206 50 195 187 7 0 315 195 47 196 206 9 0 338 212 49 210 188 10 0 331 208 46 198 196 12 0 353 198 48 212 190 10 0 333 219 53 205 191 10 0 317 211 61 224 197 8 0 340 223 44 200 172 10 0 300 205 51 210 204 11 0 357 229 55 192 191 10 0 303 241 66 225 210 13 0 345 220 59 221 203 10

2．稼働日

2-1　ごみ焼却施設

1号炉 * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * *

2号炉

3．ごみ質

3-1　ごみ質の推移 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

ごみ質① 10,870kJ/kg

ごみ質② 9,473kJ/kg

ごみ質③ 8,527kJ/kg 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

ごみ質④ 7,580kJ/kg 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ごみ質⑤ 6,633kJ/kg 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

ごみ質⑥ 5,687kJ/kg 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

ごみ質⑦ 4,740kJ/kg

平成33年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1．搬入ごみ量

1-1　ごみ焼却施設 0 344 207 61 211 206 10 0 346 242 63 211 170 8 0 349 226 57 217 214 12 0 343 240 46 206 190 10 0 0 210 51 211 197 10 0 321 199 44 171 192 12 0 352 242 61 196 190 10 0 305 201 43 266 210 11 0 312 211 53 208 185 10 0 335 214 52 208 196 9 0 273 216 54 218 189 8 0 307 208 61 202 192 11 0 313 204 58 192 182 0 0 288 163 60 215 199 9 0 290 181 55 204 197 8 0 302 200 50 203 193 9 0 280 210 52 188 192 10 0 328 202

0 344 207 61 211 206 10 0 346 242 63 211 170 8 0 349 226 57 217 214 12 0 343 240 46 206 190 10 0 0 210 51 211 197 10 0 321 199 44 171 192 12 0 352 242 61 196 190 10 0 305 201 43 266 210 11 0 312 211 53 208 185 10 0 335 214 52 208 196 9 0 273 216 54 218 189 8 0 307 208 61 202 192 11 0 313 204 58 192 182 0 0 288 163 60 215 199 9 0 290 181 55 204 197 8 0 302 200 50 203 193 9 0 280 210 52 188 192 10 0 328 202

2．稼働日

2-1　ごみ焼却施設

1号炉

2号炉

3．ごみ質

3-1　ごみ質の推移 6 6 6 6 6 6 6 6 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ごみ質① 10,870kJ/kg

ごみ質② 9,473kJ/kg

ごみ質③ 8,527kJ/kg

ごみ質④ 7,580kJ/kg 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ごみ質⑤ 6,633kJ/kg 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

ごみ質⑥ 5,687kJ/kg 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

ごみ質⑦ 4,740kJ/kg 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

平成33年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1．搬入ごみ量

1-1　ごみ焼却施設 54 185 175 10 0 325 201 52 202 171 11 0 324 209 53 205 196 10 0 326 208 35 237 225 17 0 445 214 38 142 0 0 0 0 542 336 217 195 10 0 257 190 49 187 168 8 0 243 171 44 207 173 8 0 261 165 45 182 158 6 0 266 169 44 171 162 8 0 271 167 49 147 170 10 0 285 178 48 176 166 8 0 277 165 45 170 169 9 0 275 0 172 46 169 170 8 10 286 182 44 185 175 10 0 271 179 55 197 189 11 0 270 206 50 205 192 10 0 331 207 56 215

54 185 175 10 0 325 201 52 202 171 11 0 324 209 53 205 196 10 0 326 208 35 237 225 17 0 445 214 38 142 0 0 0 0 542 336 217 195 10 0 257 190 49 187 168 8 0 243 171 44 207 173 8 0 261 165 45 182 158 6 0 266 169 44 171 162 8 0 271 167 49 147 170 10 0 285 178 48 176 166 8 0 277 165 45 170 169 9 0 275 0 172 46 169 170 8 10 286 182 44 185 175 10 0 271 179 55 197 189 11 0 270 206 50 205 192 10 0 331 207 56 215

2．稼働日

2-1　ごみ焼却施設

1号炉

2号炉

3．ごみ質

3-1　ごみ質の推移 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

ごみ質① 10,870kJ/kg 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

ごみ質② 9,473kJ/kg 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

ごみ質③ 8,527kJ/kg 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

ごみ質④ 7,580kJ/kg 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ごみ質⑤ 6,633kJ/kg

ごみ質⑥ 5,687kJ/kg

ごみ質⑦ 4,740kJ/kg

注1：2-1の　　　　　　　　には、「1号炉」の欄の記載例をもとに、稼働日に"*" を記述、非稼働の場合は空白とすること（1号炉の記入部分は記載例のため、一旦空白にして記入のこと）。
注2：様式のフォームは変更しないこと。また、黄色の網掛け部分以外数値は変更しないこと。
注3：各炉の運転日数は、ある程度のばらつきについてやむを得ないものとするが、できるだけバランスを取るよう調整を図ること。
注4：各炉の日処理量は定格能力とし、かつ2炉合計の年間処理量は計画処理量に概ね整合すること。
注5：稼働開始日（4/1）のピット内のごみ貯留量は貯留能力の半分が貯留された状態とし、稼動最終日（3/31）のピット内のごみ貯留残量も概ね半分になるよう想定すること。
注6：日搬入量は、「1.搬入ごみ量」に示す値とする。
注7：災害廃棄物は見込まないものとする。
注8：立ち上げ、立ち下げ時はそれぞれ休止中と見なすこと。
注9：「3-1　ごみ質の推移」に示す数値（①～⑦）の考え方については、様式第15号-2-1（別紙1）に示すとおりである。
注10：実稼働時に売電電力量を算定する時点では、DCSにて算定する低位発熱量（蒸発量から逆算する想定値）の日平均値もとに、「3-1 ごみ質の推移」のごみ質区分設定（①～⑦）を行う。

受付グループ名：

日数

50

0

日数

31

44

68

79

68

44

31

ごみ量

#####

燃えるごみ等 #####

3月

燃えるごみ等

月 12月 1月 2月

11月

月 4月 5月 6月 7月

燃えるごみ等

月 8月 9月 10月



単位：ｔ/年（計画処理量） 単位：ｔ/年（計画処理量） 単位：ｔ/年（計画処理量）

低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ

本件施設処理量 計画処理量

ごみ焼却施設

　資源化量 0.0 0.0 0.0

　最終処分量 0.0 0.0 0.0

リサイクルセンター

　資源化量 0.0 0.0 0.0

　最終処分量 0.0 0.0 0.0 破砕可燃物

資源化量合計 0.0 0.0 0.0 資源化不適物 0.0 0.0 0.0

最終処分量合計 0.0 0.0 0.0

資源化率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 焼却灰

最終処分率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 飛灰

処理不適物

処理困難物

※網掛け部（黄色）に、該当する数値を記入すること。その他のセルは変更しないこと。

資源化不適物（ごみ焼却施設処理分）

処理不適物

処理困難物

搬
入
量

搬
入
量

搬
出
量

搬
出
量

様式第15号-2-2（別紙1）

年間物質収支

組合全体 ごみ焼却施設 リサイクル
センター



様式第15号-2-2（別紙2）

処理不適物の対応範囲

例 ワイヤー（　mm以上）
プラットホームで除去後、○○にてスクラップ類として保管。
組合にて民間資源化。

資源化

例 木材（　m以上） プラットホームで除去後、重機で粗破砕。切断機にて処理。 資源化

例 石（　mm以上）
プラットホーム除去後、○○にて最終処分物として保管。組
合にて最終処分。

最終処分

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

注1：処理不適物を列挙し、本件施設で資源化するための対応方法を記載すること。

注2：記入例は削除して記載すること。

資源化または
最終処分

資源化のための対応方法NO 品名

52/31



様式第15号-3-5（別紙1）

施設規模
1炉当り

処理能力
発電能力

(ｔ/日) (ｔ/炉) (kW) 有無 事業方式

例） 一廃 元請 ○○○○組合 ○○県 ストーカ 250 2 125 5,000 平成25年3月 有 DBO ○

※1 記入する行が足りない場合には、適宜増やしてください。
※2 平成13年4月1日以降に竣工した施設の納入実績を記載してください。
※3 区分は、一廃、産廃、災害、海外、その他とし、その他は備考欄に発注元等の情報を記載してください。
※4 形態は、元請、ＪＶ、下請の分類で記載してください。

入札参加
要件の

該当状況
区分 形態

ごみ焼却施設の建設実績
提案する炉形式の過去15年間の建設実績

No. 自治体名 都道府県 処理方式 炉数 竣工年月
当該施設の

運転管理実績 備考



様式第15号-3-6（別紙1）

平成33
年度

平成34
年度

平成35
年度

平成36
年度

平成37
年度

平成38
年度

平成39
年度

平成40
年度

平成41
年度

平成42
年度

平成43
年度

平成44
年度

平成45
年度

平成46
年度

平成47
年度

平成48
年度

平成49
年度

平成50
年度

平成51
年度

平成52
年度

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目

ごみ焼却施設

ごみ焼却施設・リサイクルセンター共通

リサイクルセンター

受入供給設備

破砕設備

搬送設備

選別設備

灰出し設備

給水設備

排水処理設備

電気設備

計装設備

建築機械設備

その他

その他

受入供給設備

燃焼設備

燃焼ガス冷却
設備

排ガス処理設
備

余熱利用設備

通風設備

評価方法 管理値 診断頻度

貯留搬出設備

集じん設備

主要機器の維持補修計画（1年目～20年目）

設　備 番号 機　器 部　品
予備
有無

重要度

保全方法 管理

目標耐
用年数

整備スケジュール

備　考Ｂ
Ｍ

Ｔ
Ｂ
Ｍ

Ｃ
Ｂ
Ｍ

診断項目



（千円）

備考　1．運営対象施設を対象に各設備を構成する主要な機器及びその部品を列挙すること。

　　　2．作成に当たり「廃棄物処理施設長寿命化計画作成の手引き（ごみ焼却施設編）/平成２２年３月/環境省」を参考とすること。

      3. 表中の保全方法においてＢＭは事後保全、ＴＢＭは時間基準保全（予防保全）、ＣＢＭは状態基準保全（予防保全）を指す。

　　　4. 表中の管理欄において診断項目は「減肉・磨耗・腐食・詰り」等を、評価方法は「●●測定・●●試験・●●検査」等を記載し、管理値には評価方法による結果を判断する指標を記載する。

　　　5．整備スケジュール欄は、該当する年度に○印をつけ、各年度の維持補修費の合計金額を維持補修費欄に記入すること。なお、維持補修費は、様式第15号-4-1（別紙5）との整合に留意すること。

　　　6．必要に応じ枠、ページ数を増やして記入すること。

建築電気設備

維持補修費

受付グループ名：



様式第15号-3-6（別紙2）

（単位：千円）

平成53
年度

平成54
年度

平成55
年度

平成56
年度

平成57
年度

平成58
年度

平成59
年度

平成60
年度

平成61
年度

平成62
年度

平成63
年度

平成64
年度

平成65
年度

平成66
年度

平成67
年度

21年目 22年目 23年目 24年目 25年目 26年目 27年目 28年目 29年目 30年目 31年目 32年目 33年目 34年目 35年目

ごみ焼却施設

リサイクルセンター

受入供給設備

破砕設備

搬送設備

選別設備

貯留搬出設備

集じん設備

その他

その他

備　考Ｂ
Ｍ

Ｔ
Ｂ
Ｍ

Ｃ
Ｂ
Ｍ

受入供給設備

燃焼設備

燃焼ガス冷却
設備

排ガス処理設
備

余熱利用設備

通風設備

灰出し設備

主要機器の維持補修計画（21年目～35年目）

設　備 番号 機　器 部　品
予備
有無

重要度

保全方法

目標耐
用年数

整備スケジュール



（千円）

備考　1．運営対象施設を対象に各設備を構成する主要な機器及びその部品を列挙すること。

　　　2．作成に当たり「廃棄物処理施設長寿命化計画作成の手引き（ごみ焼却施設編）/平成２２年３月/環境省」を参考とすること。

      3. 表中の保全方法においてＢＭは事後保全、ＴＢＭは時間基準保全（予防保全）、ＣＢＭは状態基準保全（予防保全）を指す。

　　　4．整備スケジュール欄は、該当する年度に○印をつけ、各年度の維持補修費の合計金額を維持補修費欄に記入すること。

　　　5．必要に応じ枠、ページ数を増やして記入すること。
　　

受付グループ名：

ごみ焼却施設・リサイクルセンター共通

排水処理設備

電気設備

計装設備

建築機械設備

建築電気設備

維持補修費

給水設備

その他



様式第16号-1-1（別紙1）

１．SPC

管理要員

小　計

運転要員

小　計

小　計

総　計

その他

ＳＰＣ及び施設構成人員

人件費合計
（千円）

種別
職　種

（必要な法的資格）
必要人数（人）

人件費単価
（千円/人）



様式第16号-1-1（別紙1）

ＳＰＣ及び施設構成人員

２．ごみ焼却施設

管理要員

小　計

運転要員

小　計

小　計

総　計

必要人数（人）

その他

人件費合計
（千円）

種別
職　種

（必要な法的資格）
人件費単価
（千円/人）



様式第16号-1-1（別紙1）

ＳＰＣ及び施設構成人員

３．リサイクルセンター

管理要員

小　計

運転要員

小　計

小　計

総　計

※：兼務等がある場合には、明確に記載すること。

受付グループ名：

必要人数（人）
人件費合計
（千円）

その他

種別
職　種

（必要な法的資格）
人件費単価
（千円/人）



■ SPCの損益計算書 単位：円

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定費ⅰ 0 0 0 0 0

固定費ⅱ 0 0 0 0 0

固定費ⅲ 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

変動費 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定費ⅰ 0 0 0 0 0

固定費ⅱ 0 0 0 0 0

固定費ⅲ 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

変動費 0 0 0 0 0

② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

リサイクルセンター 0

0

③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0

⑤ 0

⑥ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑦ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑧ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

⑨ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■ SPCのキャッシュフロー表 単位：円

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

0

・ 0

・ 0

・ 0

0

0

0

―

■ 参考指標

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

EIRR #NUM!

※1

※2

※3

※4

※5

※6 他の様式との整合に留意すること。

様式第16号-2-1（別紙1）

事業収支計画

事　　業　　年　　度
設計・建設期間 運営期間

合　計

資金運用収入

営業収入

運営業務委託料　計

ごみ焼却施設運営業務委託料Ａ

ごみ焼却施設運営業務委託料Ｂ

リサイクルセンター運営業務委託料Ｃ

リサイクルセンター運営業務委託料Ｄ

営業費用

運営費　　計

ごみ焼却施設

営業損益（＝①－②）

営業外収入

合　計

Cash-In

営業外費用

営業外損益（＝④－⑤）

税引前当期利益（＝③＋⑥）

法人税等

繰越欠損金

課税所得

税引後当期損失

税引後当期利益（＝⑦－⑧）

事　　業　　年　　度
設計・建設期間 運営期間

税引後当期利益

出資金

その他（　　　　）

　　〃

Cash-Out

A3版・横（A4版に折込み）で作成すること。

その他（　　　　）

　　〃

配当前キャッシュフロー

配当

配当後キャッシュフロー（内部留保金）

配当後キャッシュフロー（内部留保金）　　累計

事　　業　　年　　度
設計・建設期間 運営期間

E-IRR（配当前キャッシュフローの出資金に対するIRR）

E-IRR算定キャッシュフロー

適宜、項目を追加または細分化すること。なお、項目の削除は不可とする。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。また、物価上昇は考慮しないこと。

繰延欠損金は最長7年間繰越ができるものとする。

CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excelで、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意すること。

受付グループ名：



費用（年平均） 20年間の総額

(単位：円/年) (単位：円)

・

・

・

a

・ ※その他については、合理的な説明を付すこと。

・

・

b

① 0  = ( a + b  )

・

・

・

a

・ ※その他については、合理的な説明を付すこと。

・

・

b

② 0  = ( a + b  )

0 （ = ① + ② ）

費用（年平均） 20年間の総額

(単位：円/年) (単位：円)

・

・

・

a

・

・

b

・

・ ※その他については、合理的な説明を付すこと。

・

c

① 0  = ( a + b + c  )

・

・

・

a

・

・

b

・

・ ※その他については、合理的な説明を付すこと。

・

c

② 0  = ( a + b + c  )

0 （ = ① + ② ）

※1

※2

※3

※4

※5
とするよう留意すること。

※6 他の様式との整合に留意すること。

合計

様式第16号-2-1（別紙2）

費用明細書（固定費ⅰ）

費目（固定費ⅰ） 内容・算定根拠 改定指数（提案）

人件費

その他費用

ごみ焼却施設　固定費ⅰ　合計

人件費

その他費用

リサイクルセンター　固定費ⅰ　合計

リサイクルセンター　固定費ⅱ　合計

費用明細書（固定費ⅱ）

費目（固定費ⅱ） 内容・算定根拠 改定指数（提案）

電気・水道基本料金

油脂類費

その他費用

ごみ焼却施設　固定費ⅱ　合計

電気・水道基本料金

油脂類費

その他費用

受付グループ名：

合計

必要に応じ費目を増やして記入すること。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。また、物価上昇は考慮しないこと。

内容・算定根拠は可能な範囲で具体的に記載すること。なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とする。

改定指数（提案）は、物価変動を計る指標として、入札説明書別紙３に示す物価変動の指標にかえて他に希望する指標がある場合、提案する指標を記載すること。

CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excelで、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）



単位：円

内容・算定根拠 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度 合　計

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

・ 0

② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

合計（ = ① + ② ）

様式第16号-2-1（別紙3）

費用明細書（固定費ⅲ（補修費用））

費目（補修費用）

ごみ焼却施設　固定費ⅲ　合計

リサイクルセンター　固定費ⅲ　合計

他の様式との整合に留意すること。

受付グループ名：

必要に応じ費目を増やして記入すること。

A3版・横（A4版に折込み）で作成すること。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。また、物価上昇は考慮しないこと。

内容・算定根拠は可能な範囲で具体的に記載すること。なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とする。

各補修業務の実施年度に費用を記載すること。

CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excelで、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意すること。



■ 変動費（業務委託料Ｂ／ごみ焼却施設）

(単位：円/t) 計　(単位：円/t)

■ 変動費（業務委託料Ｄ／リサイクルセンター）

(単位：円/t) 計　(単位：円/t)

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7 他の様式との整合に留意すること。

費目（変動費） 内容・算定根拠 改定指数（提案）
提案単価

様式第16号-2-1（別紙4）

費用明細書（変動費に関する提案単価）

費目（変動費） 内容・算定根拠 改定指数（提案）
提案単価

0

0

受付グループ名：

必要に応じ費目を増やして記入すること。

提案単価は円単位とし、その端数は切り捨てとする。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。また、物価上昇は考慮しないこと。

内容・算定根拠は可能な範囲で具体的に記載すること。なお、別紙を用いて説明する場合、様式は任意とする。

改定指数（提案）は、物価変動を計る指標として、入札説明書別紙３に示す物価変動の指標にかえて他に希望する指標がある場合、提案する指標を
記載すること。
CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excelで、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該
シートも含む。）とするよう留意すること。



１．変動費用 単位：円

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度 合計

処理量（計画値） ｔ/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

変動費 提案単価 円/t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

処理量（計画値） ｔ/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

変動費 提案単価 円/t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※1

※2

※3

※4

※5

※6

２．年度別計画搬入量
■ごみ焼却施設

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度 合計

年間処理量 t/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

※1 破砕可燃物は、入札参加者の提案により設定するものとする。
※2 物質収支との整合に留意すること。

■リサイクルセンター

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度 合計

年間処理量（破砕設備） t/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

年間処理量(選別設備） t/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

t/年 0.0

t/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

年間処理量（保管設備） t/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

ｔ/年 0.0

t/年 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excelで、必ず計算式等を残したファイル（本様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意すること。

様式第16号-2-1（別紙5）

費用明細書（変動費用）

区分

ごみ焼却施設

リサイクルセンター

変動費　計

網掛け部（黄色）に、該当する金額を記入すること。

A3版・横（A4版に折込み）で作成すること。

提案単価は円単位とし、その端数は切り捨てとする。

消費税及び地方消費税は含めず記載すること。また、物価上昇は考慮しないこと。

他の様式との整合に留意すること。

受付グループ名：

年間処理量（リサイクルセンター　計）

区分

区分



出資金額 出資比率

出資者名 （単位：円） （単位：％）

1 代表企業 ［　　　　　　　　　　］を行う者

2 構成員 ［　　　　　　　　　　］を行う者

3 構成員 ［　　　　　　　　　　］を行う者

4 構成員 ［　　　　　　　　　　］を行う者

5 構成員 ［　　　　　　　　　　］を行う者

0 0.00%

※1

※2

※3

※4

※5

代表企業の出資比率については、50%を超えるものとすること。

受付グループ名：

CD-Rに保存して提出するデータは、Microsoft Excel（バージョンは2010以降）で、必ず計算式等を残したファイル（本
様式以外のシートに計算式がリンクする場合には、当該シートも含む。）とするよう留意すること。

様式第16号-2-2（別紙1）

SPCの出資構成

No.

入札参加者の構成員は必ず出資者とすること。

合計

出資者

役割

副本は、出資者名を記入しないこと。

記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。



様式第16号-2-2（別紙2）

補償額 保険料 保険期間

（百万円） （千円/年） （年） 有無 内容

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

※1
※2
※3
※4

A3版・横（A4版に折込み）で作成すること。
「保険概要」、「特約/内容」、「対応するリスク」については、具体的に記載すること。

受付グループ名：

No.

付保する保険の内容

「特約/有無」の欄には、「有」又は「無」を記載すること。
記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。

被保険者契約者保険名
特約

保険概要 対応するリスク



様式第16号-3-1（別紙1）

被害を最小化するための方策 負担者

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※1
※2 「リスク顕在化確率」及び「リスク顕在化による影響の大きさ」については以下の考え方に基づくものとする。なお、リスクの種類によって、やむを得ず示せない場合については、「－」表示も可とする。

※3

リスク顕在化による影響の大きさ
当該事象が発生した場合の損害額が1億円以上の場合には「Ａ」、5,000万円以上1億円未満場合は「B」、1,000万円以上5,000万円未満場合は「C」、500万円
以上1,000万円未満の場合は「D」、500万円未満の場合は「E」とする。

受付グループ名：

記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。

5年単位で当該事象が発生する（顕在化する）確率が80%以上の場合を「A」、60%以上80%未満の場合を「B」、40%以上60%未満の場合を「C」、20%以上40%未満
の場合を「D」、20%未満の場合を「E」とする。

リスク顕在化確率

本事業において想定されるリスクの管理・対応策に関して表を作成すること。記載内容については具体的かつ簡潔に記載すること。

リスク管理方法

No.
リスク顕在化後

当該リスクを顕在化させないための方策

リスク顕在化前
リスクの種類 リスク顕在化確率

リスク顕在化による
影響の大きさ



様式第16号-4-1（別紙1）

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度 平成41年度 平成42年度 平成43年度 平成44年度 平成45年度 平成46年度 平成47年度 平成48年度 平成49年度 平成50年度 平成51年度 平成52年度

○○工事発注 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

①小計 千円 0

○○発注（千円/年） 千円

千円

千円

千円

千円

②小計 千円 0

千円 0

職種（雇用形態） － －

雇用予定人数 人 －

賃金（平均年収） 千円/人 －

年間雇用金額 千円 0

職種（雇用形態） － －

雇用予定人数 人 －

賃金（平均年収） 千円/人 －

年間雇用金額 千円 0

職種（雇用形態） － －

雇用予定人数 人 －

賃金（平均年収） 千円/人 －

年間雇用金額 千円 0

③小計 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○○修繕工事発注 千円 0

○○発注 千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

④小計 千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※1　必要に応じて行を追加して記入すること。

※2　地元企業とは、本組合管内に本店（建設業法（昭和24年法律第100号）に規定する主たる営業所を含む。）を有する企業をいう。

※3　地元企業への発注額として計上できるのは、二次下請までとする。ただし、一次下請（地元）→二次下請（地元）の場合は、一次下請への発注額のみを計上できるものとし、二次下請への発注額は含めないこと（ダブル計上は不可）。

※4　地元雇用とは、本組合管内に在住かつ本組合構成市町いずれかの住民票を有する者とする。

合計（①+②+③+④）

受付グループ名：

①地元企業
への工事発

注

②地域の企
業活用、資

材調達
(地元企業へ

の発注)

設計・建設業務　計（①+②）

③地域の人
材活用

（地元雇
用）

④運営・維
持管理期間
中の地域企
業の活用
（地元企業
への発注）

運営・維持管理業務　計（③+④）

合　計

地域貢献の内訳

地域貢献の内容 単位
設計・建設

期間

運営・維持管理期間


